
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

03 項 01 目 05

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 浄化槽設置助成事業費 担
当
課

部課名 下水道部下水道総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

生活排水による公共用水域の水質汚濁を軽減するため，公共下水道事業計画区域外で居住の用に供する住宅に浄化
槽を設置する者に対して，その設置費用の一部を助成する。

対象 １．個人 公共下水道事業計画区域外人口 約

電話 4512

事業開始年度 平成 13 年度 終了（予定）年度 未定

細目 007 説明 01 課等の長 武井　正純款

補 助 金

9,000 人

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市浄化槽設置補助金交付要綱

事業実施内容

公共下水道事業計画区域以外での住宅に浄化槽を設置した者に対して補助金を交付した。
新設　　５人槽　２２４千円　４基　　転換　　５人槽　３３２千円　　３基
また，浄化槽整備推進区域内でみなし浄化槽（単独処理浄化槽）及び汲取り便槽を使用している設置者に対
して浄化槽への転換を促した。

年度 事業の性質 任意自治事務

浄化槽設置者

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

■

1,958 負担金 16　千円 神奈川県浄化槽推進協議会負担金

千円 補助金 1,892　千円 浄化槽設置に対する補助

18　千円 事務経費

消耗品費 32　千円 事務経費

正規職員等 0.55
1,958 国庫支出金 630　千円 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 332　千円 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.55
一般財源 996　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

10,780 9,832 9,729 7,199

8,908 9,850 9,867

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 5,251 5,305 5,316 5,300

7,258

事業費（支出済額－②報酬合計） 3,657 4,545 4,551 1,958

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.55 0.00 0.55 0.00

①職員給与合計（常勤） 4,972

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.55 0.00 0.55 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

279 299 246 258

1,872 -18 -138 -59

5,070 5,042

0 0 0

5,006

0 0 0 0

1,872 -18 -138 -59

0

0 0 0 0

427,501 16.77 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 25.63 420,619 23.13 425,105 22.76 1



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
100

単位

％ ％ ％

33.9
単位

35.2

(1)
平成30年度末時

点の課題

転換の補助においては，対象となる地域では高齢者世帯が多く，補助金があっても費用をかけてまで
浄化槽へ転換しようとする意識に傾かないため，補助制度を見直して，令和元年度からみなし浄化槽
からの転換への補助額を増額するが，状況によっては更なる促進策も必要となる。

成
果
実
績

指
標
名

助成対象区域における，浄化槽
（合併処理浄化槽及びみなし浄化
槽）及び汲み取り便槽の総数に占
める浄化槽（合併処理）の設置基

数の割合

目
標

100
単位

100
単位

100

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

転換の補助において，支援強化策を検討するとともに制度の見直しによる利用状況を注視し，より効
果的な啓発方法を検討する。

326,666.67 290,029.50 276,392.05 198,319.56
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
36.3

単位

％ ％ ％ ％

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

備考：下水道及び浄化槽を合わせた汚水処理施設普及率は，令和12年度まで目
標を100％としており，平成30年度末では96.4％となっている。

％

実
績

33.0
単位

評
価

補助基数が計画補助基数の半分以下ではあるものの，わずかながら浄化槽の割合は上昇している。また，全人口に対
する公共下水道及び浄化槽を合わせた汚水処理施設の人口普及率は96.4％に達しており，浄化槽を含む施設の普及に
より，特に相模川水系の河川の水質汚濁は改善が進んでいることからも，本事業は水質環境保全に大きく寄与してい
る。

今
後
の
方
針

　一部見直し
下水道の基本的な方針や方向性を示す「湘南ふじさわ下水道ビジョン」では，汚水処理施設普及率１００％を早期に
達成するため，汚水管路整備に加えて浄化槽の整備推進区域における浄化槽の設置を促進することとしていることか
ら，事業としては必要である。補助制度の見直しにより，新設の補助を廃止し，転換の補助を増額したが，引き続
き，早期に普及を促進するため，みなし浄化槽から浄化槽への転換を促進するよう国の新たな補助制度（宅内配管補
助）の導入を検討する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

42 浄化槽設置補助金の申請受付・審査・完了検査 無 無 1

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 下水道部 氏名 鈴木　壯一 確認日 2019/7/31

43 国庫・県費補助金の申請等 無 無 1 1
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

03 項 01 目 05

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 浄化槽管理指導事業費 担
当
課

部課名 下水道部下水道総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

公共用水域の水質保全のため，浄化槽使用者に対して浄化槽の適切な維持管理指導を行う。

対象 １．個人 浄化槽設置者 約

電話 4512

事業開始年度 平成 18 年度 終了（予定）年度 未定

細目 007 説明 02 課等の長 武井　正純款

5,200 人

根拠法令等 法律等 浄化槽法

事業実施内容

①浄化槽設置届等受理　91件（設置届39件，廃止届40件，開始報告書8件，変更届4件）
②法定検査受検数　７条検査　24件１１条検査　1,800件
③浄化槽保守点検業者登録　新規3件・更新2件

年度 事業の性質 任意自治事務

160　千円

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

225 手数料 108　千円 浄化槽管理システム保守手数料

千円 賃借料 66　千円 浄化槽管理システム賃借料

28　千円 事務経費

消耗品費 23　千円 事務経費

正規職員等 0.55
225 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.55
一般財源 65　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

7,466 5,540 1,684 3,291

5,594 5,558 3,538

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 5,251 5,305 3,338 3,066

3,291

事業費（支出済額－②報酬合計） 343 253 200 225

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.55 0.00 0.55 0.00

①職員給与合計（常勤） 4,972

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.55 0.00 0.55 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

279 299 0 0

1,872 -18 -1,854 0

3,338 3,066

0 0 0

5,006

0 0 0 0

0 0 0 0

1,872 -18 -1,854 0

0

427,501 7.67 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 17.75 420,619 13.03 425,105 3.94
3



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

成
果
実
績

指
標
名

浄化槽法に基づく法定検査
（１１条検査）受検率

目
標

100
単位

100
単位

100
単位

100
単位

％ ％ ％

232,585.67 161,046.51 46,648.20 90,661.16
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
36.3

単位

％ ％ ％ ％

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

％

実
績

32.1
単位

34.4
単位

36.1

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

浄化槽及びみなし浄化槽の法定検査受検率向上へ向けて効果的な啓発活動方法を検討する。

(1)
平成30年度末時

点の課題

みなし浄化槽（し尿のみを処理する浄化槽）設置者においては，保守点検は実施していても法定検査
を受検しないケースが多い。

49 既設浄化槽に対する監視・指導 無 無 1

評
価

衛生的な生活環境の維持及び水環境の保全のためにも必要な事業と捉えている。保守点検の実施率は約70%である
が，法定検査の受検率は県内平均の受検率より高いものの30%半ばに留まっている。引き続き，法定検査受検率の向
上へ向け効果的な啓発活動等の取組が必要と捉えている。また，保守点検業者の登録に関する条例を改正し，営業所
の所在地の要件を緩和したことにより，保守点検業者が増加し，保守点検の実施率の向上が期待される。

今
後
の
方
針

　現状維持
法定検査の受検率が低いため，法定検査の受検率が向上するようホームページや法定検査機関との提携によるダイレ
クトメールなどによる啓発事業を継続して実施していくとともに，保守点検業者へも法定検査の受検を浄化槽設置者
に助言するよう働きかけていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

48 浄化槽の設置等に係る届出の受理・審査 無 無

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 下水道部 氏名 鈴木　壯一 確認日 2019/7/31

1

50 浄化槽保守点検業者の登録及び更新 無 無 1
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

0 項 0 目 0

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 下水道事業費特別会計 担
当
課

部課名 下水道部下水道総務課

予算科目コード 会計 11

事業概要

市民が健康で安全かつ快適な生活が送れるよう，雨水の排除等による浸水の防除，生活環境の改善及び公共用水域
の水質の保全並びに健全な水環境の創出を図るため，下水道の整備及び維持管理を行う。

対象 １．個人 市民

電話 4515

事業開始年度 昭和 30 年度 終了（予定）年度 未定

細目 00 説明 0 課等の長 武井　正純款

負 担 金

429,317 人

根拠法令等 法律等 下水道法，地方公営企業法

事業実施内容

H30年度は「湘南ふじさわ下水道ビジョン」に基づく事業計画である「第２期アクションプログラム（H29年
度～R4年度）」に基づき，11の基本方針から成る各種施策に取り組んだ。具体的には，管路の長寿命化を図
るため江の島東ポンプ場圧送管（一次）改修工事を実施し，善行地区の浸水被害を軽減するため山野神雨水
貯留管築造工事を継続して実施し，供用を開始した。また，下水道施設の長寿命化を図るため藤が谷ポンプ
場受変電設備他改築電気工事などを実施した。アセットマネジメント運用に向け，ストックマネジメント計
画の策定作業を進めた。

年度 事業の性質 義務的自治事務

その他 6,592,715　千円 南部処理区ポンプ場建設事業等

6,177,004　千円

相模川流域下水道建設及び維持管理負担金

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

浄化センター維持管理事業費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

■ 委　託　先 株式会社ウォーターエージェンシー他

委託等内容 水処理施設，汚泥処理施設の運転及び操作等

■

11,759,802 管渠維持管理事業 675,849　千円 管渠調査，浚せつ清掃，修繕，維持工事等

千円 東部処理区管渠建設費 556,668　千円 山野神雨水貯留管築造工事等

2,864,551　千円
辻堂及び大清水浄化センターの維持管理にかかる業務
委託等

ポンプ場維持管理事業費 1,070,019　千円
ポンプ場15ケ所等の維持管理に係る業務委託，予防保
全等の修繕工事等

正規職員等 74.90
19,306,441 国庫支出金 227,382　千円 再任用短時・任期付短時職員 0.50

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 45,649　千円 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （他会計負担金等） 4,522,005　千円 合計 75.40
一般財源 8,334,401　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

20,019,000 19,775,011 21,032,283 18,988,290

14,817,575 14,710,135 15,793,699

1,321,598 1,158,984

人件費合計（①＋②＋③） 748,333 668,664 688,075 710,526

13,629,312

事業費（支出済額－②報酬合計） 12,396,001 12,543,337 13,784,026 11,759,802

償還金利子 1,673,241 1,498,134

職員数 （常勤｜非常勤） 79.20 0.00 70.30 0.00

①職員給与合計（常勤） 709,176

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

73.10 0.00 75.40 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

39,157 36,916 30,730 33,523

5,201,425 5,064,876 5,238,584 5,358,978

657,345 677,003

0 0 0

631,748

5,146,306 5,047,641 5,165,312 5,258,087

-6,339 -34,188 -14,385 1,038

0

引当金繰入額，資
産減耗費

61,458 51,423 87,657 99,853
5



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

単位
95.5

単位

％ ％ ％

95.5
単位

95.6

(1)
平成30年度末時

点の課題

・下水道事業の健全な運営（アセットマネジメント導入の取組）の取組として，本市の下水道事業に
ふさわしい「藤沢型アセットマネジメント」を構築するため，ストックマネジメントへの移行及び包
括的な業務改善を戦略的に進める必要がある。

427,501 44229.07 429,317

成
果
実
績

指
標
名

下水道処理人口普及率
（下水道処理区域内人口/行政

人口）

目
標

95.0
単位

95.0

市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 47594.14 420,619 46517.94 425,105 49198.21
単位

95.5

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

・下水道事業の健全な運営に向けては，部内職員のより一層の理解，意識向上に努めながら，業務フ
ローや経営課題の整理，改善を図るとともに，ストックマネジメント計画の早期策定・実行を図るこ
とで，アセットマネジメントシステムの段階的な導入を進める。

209,842,767.30 207,068,178.01 220,002,960.25 198,414,733.54
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
95.7

単位

％ ％ ％ ％

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

※参考
 経費回収率（下水道使用料/汚水処理に要する経費）の目標：100%以上

％

実
績

95.4
単位

評
価

　下水道事業の計画的な実施により，成果目標を達成することが出来た。また，経営面では，下水道の老朽化の進展
に対して予防保全型の維持管理を効果的に進めることで，収支の均衡を維持し，事業運営の更なる健全性を維持する
ことが出来た。下水道事業は，市民の快適な生活環境の維持，安全の確保及び公共用水域の水質保全に寄与する，市
民生活に欠くことのできない事業であり，今後も経営の健全化に留意しつつ継続すべきものと考える。

今
後
の
方
針

　現状維持
　今後とも下水道事業を取り巻く社会情勢は厳しさを増すと想定されるが，引き続き下水道ビジョン等の実施方針に
基づき，下水道が市民生活を支える都市に不可欠な生活基盤施設として機能するよう，効果的な整備や改築，並びに
予防保全型の維持管理を進め，下水道利用サービスの維持，向上を図っていく。
　また，下水道事業の継続性を確保するためには，継続的な経営改善と経営基盤の強化が必要と捉えている。そのた
め，保有する下水道資産の管理方針（ストックマネジメント）を包含した中長期財政見通しによる経営戦略を策定
し，更なるコスト縮減や収入確保に取り組むとともに，「人・モノ・カネ」の一体管理であるアセットマネジメント
システムの段階的な導入を進め，事業運営の最適化を図っていく。
　なお，定期的な経営計画の見直しとして，３年ごとに下水道使用料の見直しを行っており，令和元年度は，次期算
定期間（令和２年度～令和４年度）における，下水道事業運営の主要な財源である使用料のあり方について見直し・
検証をする。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

1
下水道事業に係るアセットマネジメントシステム
の導入計画の策定及び進行管理に関すること 無 無

3
下水道ビジョンの策定及び進行管理に関するこ
と 無 無

2
下水道事業に係る重要施策の総合調整に関す
ること 無 無

5 都市浸水被害及び地震被害報告に関すること 無 無

4
下水道工事事故，維持管理事故（人身事故，
水質事故等），下水道施設に起因する道路陥
没の報告・情報提供に関すること

無 無

7 下水道事業の統計に関すること 無 無

6
下水道業務継続計画の策定及び進行管理に
関すること 無 無

9 下水道事業の実施計画に関すること 無 無

8 下水道事業に係る調査，調整に関すること 無 無 2

11
下水道事業に係る整備計画の策定及び進行管
理に関すること 無 無

12
下水道事業計画区域外下水道の調査及び指
導に関すること 無

10 下水道事業の交付金に関すること 無 無

無 1 6



13
下水道事業に係る経営計画の策定に関するこ
と 無 無

16 下水道事業費の執行管理に関すること 無 無 3

15 下水道事業費の予算・決算に関すること 無 無 3

14
下水道事業に係る経営計画の進行管理に関す
ること 無 無

18
下水道事業に係る現金・有価証券の出納管理
に関すること 無 無 3

17 下水道事業に係る会計帳簿に関すること 無 無 3

20 下水道運営審議会委員の改選に関すること 無 無 2

19 下水道運営審議会の会議開催に関すること 無 無 1

22 使用開始届の登録に関すること 無 無 1

21 下水道使用料の減免に関すること 無 無 1

24 排除量申告に関すること 無 無 1

23 新設リストに関すること 無 無 1

26 開発行為・自費施工等申請に関すること 無 無 1

25
公共下水道使用料の徴収業務委託料の支払
いに関すること 無 無 1

28 督促状・催告書発送に関すること 有 有 1

27
下水道事業受益者負担金及び公共下水道事
業受益者分担金の賦課に関すること 無 無 3

30
下水道受益者負担金・分担金及び下水道使用
料の収納管理に関すること 無 無 3 3

29 過年度滞納整理に関すること 有 有 1

32 遡及賦課の督促に関すること 有 有 1

31 遡及賦課に関すること 無 無 1 2

34
排水設備新設等確認申請書（新設，改造及び
一般）の審査及び排水設備工事等の完了検査 無 無 1 1

33
協定工場または個別協定を締結していた工場
の賦課に関すること 無 無 1

36
水洗便所改造等資金貸付の収納管理に関する
こと 無 無 1

35
水洗便所の普及促進及び水洗便所改造等資
金の貸付 無 無 1 1

38
排水設備工事責任技術者及び排水設備技能
者の資格登録及び技術指導に関すること 無 無 3 3

37
排水設備指定工事店の登録及び関係団体との
連絡調整に関すること 無 無 3 3

40
特定施設及び除害施設の設置等に係る届出の
受理・審査 無 無 2

39 取付ますの公費設置 無 無 1 3

44
自費施工による下水道施設に係る工事の指
導，完了検査及び工事完成物の引渡しの確認
に関すること

無 無 1 1

41 事業場排水に対する監視・指導 有 無 1 1

46
個別協議依頼等に基づいた公共下水道施設
工事施工等承認申請の受理・審査・決定通知
書の発行

無 無 1 1

45 個別協議依頼等に対する受理・審査・回答 無 無 1 1

51 下水道ＰＲ事業に関すること 有 有 3

47 工事完了確認依頼に基づく，現場検査 無 無 1 1
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53 公金の取扱いに関すること 無 無 3 3

52
藤沢市特定地域都市浸水被害対策計画に基
づき設置する雨水貯留施設等の整備にかかわ
る補助金の申請受付・審査・完了検査

無 無 1

2
下水道工事に伴う地下埋設物等支障物件の調
査及び処理に関すること 無 無 1 3

1
下水道管路の整備に係る調査，調整及び計画
に関すること 無 無 2 3

4
下水道事業に係る管路設計及び施工に関する
こと 無 無 3 2

3
下水道工事に伴う土地，その他の物件の損傷
に係る調査及び処理に関すること 無 無 3 3

6
浄化センター及びポンプ場等に係る土木工事
に付随する委託の設計及び業務管理に関する
こと

無 無 3 3

5
浄化センター及びポンプ場等に係る土木工事
の設計と監督に関すること 無 無 3 3

8
下水道事業に係る国の交付金の申請及び執行
管理に関すること 無 無 3

7
下水道事業計画区域外の下水道工事の設計
及び施工に関すること 無 無 2 2

10 下水道管路の管理及び応急補修に関すること 無 無 2 3

9
下水道の私道内敷設に係る申請の受理・調査・
審査・敷設の可否決定及び予算化に関すること 無 無 1 2

12 下水道用地の目的外使用（継続）に関すること 無 無 1 1

11 下水道管路の継続占用申請に関すること 無 無 1 1

14 下水道用地の草刈り，樹木剪定に関すること 無 無 1 1

13 下水道施設の測量，データ入力に関すること 無 無 1 1

16
下水道に係る受託工事の実施に係る調査，調
整に関すること 無 無 3 3

15
下水道管路の点検，調査，維持管理に関する
こと 無 有 1 1

18
事業計画区域内の下水道に係る受託工事の設
計施工及び監督に関すること 無 無 3 3

17
下水道に係る受託工事に付随する設計委託等
の設計及び業務管理に関すること 無 無 3 3

20
支出負担行為及び支出命令の起票，決裁
（固有事務追記版：所得税等源泉徴収事務等） 無 無 3 3

19
事業計画区域外の下水道に係る受託工事の設
計施工及び監督に関すること 無 無 3 3

22 歳入予算の執行（収入伝票） 無 無 1 1

21 収入印紙の購入及び保管に関すること 無 無 1 3

2
浄化センター及びポンプ場等の設計（設計情報
管理編） 無 無 1 2

1
浄化センター及びポンプ場等に係わる健全度
調査 無 無 3 3

4 下水道台帳の管理に関すること 無 無 1

3
下水道事業に係る国及び県の補助金の執行管
理 無 無 2

6
エネルギーの使用の合理化に関する法律に関
すること 無 無 1 2

5 化学物質の管理に関すること 無 無 2 3

8
行政財産（下水道用地）の使用手続きに関する
こと 無 無 1 2

7
横浜市西部水再生センター・藤沢市大清水浄化セン
ター災害時の相互協力に関する協定に関すること 無 無 3

10 用地の安全管理に関すること 無 無 1 3

9 用地に係わる台帳の整備に関すること 無 無 1 1
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８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 下水道部 氏名 鈴木　壯一 確認日 2019/8/7

11 浄化センターの水質管理に関すること 無 無 1
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